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1 

 

サプライチェーンの各段階における価格転嫁の状況 

 

 

 

（出所）公正取引委員会「独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に係るコスト上昇分の価格転嫁円滑化の取組に

関する特別調査の結果について」 （令和 5年 12月 27 日） 

  

（資料１） 
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我が国における企業規模別の労働分配率 

 

 

 

（注）労働分配率：付加価値額に占める人件費（従業員給与＋従業員賞与＋役員給与＋役員賞与＋福利厚生費）

の割合。 

（出所）財務省「年次別法人企業統計調査」を基に企業取引研究会事務局で作成。 

  

（資料２） 
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物価の上昇率の推移（国際比較） 

 

 

（出所）財務省「年次別法人企業統計調査」を基に企業取引研究会事務局で作成。 

  

（資料３） 

消費者物価指数 
（1997 年＝100） 

175.4 

165.1 

147.2 

141.7 

（参考）原材料価格の動向 
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一人当たり実質賃金の国際比較 

 

 

  

（資料４） 

（出所）内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 基礎資料（令和５年２月 15 日） 



5 

 

 

 

企業規模別価格転嫁力の推移（製造業） 

 

 

（注）価格転嫁力指標：販売価格の変化率と仕入価格の変化率の違いから、仕入れ価格の変化分をどの程度、

販売価格に転嫁できているかを数値化 

（出所）中小企業編「中小企業白書 小規模企業白書 2023 年版」第３章第１節 第１‐３‐２図 

 

  

（資料５） 



6 

 

 

 

従業員一人当たり名目付加価値額（労働生産性）上昇率とその変動要因 

 

 
 

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、「企業物価指数」、財務省「法人企業統計年報」を基に企業取引

研究会事務局で作成。 

    中小企業庁編「中小企業白書 小規模企業白書 2023 年版」第３章第１節 第１-３-３図 

（注）資本金１千万円以上１億円未満を中小製造業、資本金 10億円以上を大企業製造業とした。 

  

（資料６） 



7 

 

 

優越的地位の濫用規制の概要 

 

 

 

 

  

（資料７） 












































